
2.2.4	 システム化技術

（1）研究開発領域の定義
ロボット技術は、システムインテグレーション技術である。ロボットシステムは、複数の要素から構成され

るため、その要素をいかに統合し、システムとして連携して機能させるかが重要である。ロボットシステムには、
単体のロボットにおける構成要素のみならず、複数台のロボットや機器、およびそれらの組み合わせ、さらに
は環境に設置するセンシングデバイス、記憶装置、情報処理装置、情報提示装置、動作モジュールなどをす
べて要素として含む。

これらの要素群を連携させ機能させるための技術がシステム化技術である。必要となる研究開発要素として、
いわゆるロボットシステムを設計する技術、制御・運用する技術、異常時に機能を維持・回復させる技術な
どが挙げられる。制御においては、環境や状況に応じて適応的に動作する自律機能の実現が重要となる。基
礎理論としては、システム論との関連が深い。

本稿においては、群ロボット、複数台のロボットによる協調動作を中心に、システム化技術について論ずる。

（2）キーワード
自律分散、自己組織、群知能、空間知能化、ネットワークロボット、協調、創発システム、資源共有、競合

（デッドロック）解消、移動知、超適応、自己組立、自己診断、自己修復、レジリエンス

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

ロボットが動作する環境がより複雑・無限定になることに伴い、ロボットシステムに要求されるミッションや
タスクがより高度・多様・複雑・不確定になり、ロボットシステム自体も大規模化・複雑化する。さらに、シ
ステム自体の大規模化・複雑化にも適応して動作する機能がロボットシステムに要求される。特に、人との共
存・協調などが求められるサービスロボットにおいては、動作環境の複雑性・無限定性のレベルが高く、ロ
ボットシステムに対して、より高度な機能が求められる。また、ロボットシステムが大規模化・複雑化するに
つれ、その信頼性を維持するために、システムの不能不全・故障などの自律的な検出、診断、修復・回復や、
自律的に機能を縮退させる耐故障性が求められる。

このような要求に対してシステムの適応性を実現する一つの方法論が、自律分散化、自己組織化である。
これらはシステムを複数の要素に分散化させ、それらの要素群を動的に協調させることで適応的な機能を実
現しようという戦略である。ここでのシステムとは、複数台のロボットや機器、およびそれらの組み合わせに
とどまらず、環境に設置するセンシングデバイス、記憶装置、情報処理装置、情報提示装置、動作モジュー
ルなどをすべて要素として含む。システム化技術においては、そのようなシステムをいかに設計し、協調的に
動作させるかということが中心的な課題となる。

［研究開発の動向］
世の中に最初に登場した群ロボットは、森政弘氏（東京工業大学名誉教授）が1975年に沖縄国際海洋博

覧会で開発・展示した「みつめむれつくり」であろう。これは7匹からなる群をつくるロボットであり、群全
体を制御する中枢を持たない世界最初の自律分散制御システムと言えるものである。自律分散型ロボットシス
テムや自己組織化ロボットシステム、空間（環境）知能化などの研究は、1980年代後半から行われている。
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CEBOT 1）やACTRESS 2）などはその草分け的な研究であり、MTRAN 3）をはじめとする動的再構成可能モジュ
ラーロボットシステムや、ロボット間通信、複数マニピュレーターなどによる協調ハンドリング、複数移動ロ
ボットによる協調搬送、相互衝突回避、分散協調センシングなどの協調行動などの研究が活発化した。1992
年に自律分散型ロボットシステムに関する国際シンポジウム（DARS： International Symposium on 
Distributed Autonomous Robotic Systems）が日本で開催され、それ以降隔年で、アジア、欧州、米国
で開催されている。最近では、IEEE Robotics and Automation SocietyにTechnical Committee on 
Multi-Robot Systemsが設置され、International Symposium on Multi-Robot and Multi-Agent 
Systems （MRS）などの国際会議等が開催されている。

ロボットシステムの大規模化・複雑化に伴い、集中型から、階層型、さらには自律分散型へと変化する中で、
ロボットシステムのアーキテクチャーに関しても、モデルベースドに対してビヘイビアベースドなアプローチの
サブサンプション アーキテクチャーが提案された4）。サブサンプション アーキテクチャーは自律分散型ロボッ
トシステムと親和性が高く、それを構築する上で有効なアーキテクチャーであり、これをマルチロボットシステ
ムのアーキテクチャーや、ロボットの行動生成アルゴリズムに発展させたAlliance 5）なども提案されている。

日本では、1990～1992年に科研費重点領域研究「自律分散システム」が、また1995～1997年に科研
費重点領域研究「創発的機能形成のシステム理論」が実施され、自律分散システムや創発システムの研究が
行われた。その中で、シナジェティクス6）、散逸構造 7）などをはじめとする自律分散システムに関する理論的
研究や設計論に関する研究が行われ、その中で群ロボットに関する研究も行われた。これらの研究は、特定
領域研究「移動知（身体・脳・環境の相互作用による適応的運動機能の発現-移動知の構成論的理解-）」8）

などに引き継がれた。これらの研究は、群ロボットシステムのアーキテクチャー設計や協調制御アルゴリズム
構築を行う上でのヒントを与える。生物規範型の群システムに関しては、International Symposium on 
Swarm Behavior and Bio-Inspired Robotics （SWARM）なども開催されている。人工知能の分野におい
ても、1980年代後半から、分散人工知能、協調問題解決などの研究が活発化し、自律知能を有する複数台
のロボットに協調動作を行わせる人工知能研究も行われた。

これらの研究が始められた当時は、計算機の情報処理機能や記憶容量が低く、センサーの性能も悪く、通
信容量（帯域幅）も低かった。製造技術の限界から、実現できるシステムの規模（台数）は小さく、機能も
限定的で、タスクや用途も特化された個別の研究が多かった。しかし、計算機の性能の向上、通信技術の進
歩、マイクロ加工などの製造技術の進歩につれて、ロボットシステムを構成する要素の小型化、高性能化、
要素間のコミュニケーションの高速化が可能となり、システム技術は飛躍的に進化した。特に、ネットワーク
技術の進展により、複数のロボットによる情報共有や連携を指向したネットワークロボット技術開発が発展し
た9）。この流れは、5G（第5世代移動通信システム）の普及によりさらに加速すると考えられる。

また、ロボットシステム自体の自律分散化のみならず、ユビキタス、IoT （Internet of Things）などの技
術開発に伴い、空間の知能化技術も発展した。知的データキャリア10）は、群ロボットシステムにおけるロボッ
ト間の情報共有を局所的な通信と環境への動的な書き込みと取り出しを可能にするデバイスであり、先駆的・
独創的なものであったが、事業化・社会実装には至らなかった。空間知能化に関しては、複数のカメラや分
散的なセンサーを部屋や家全体に、あるいはキャンパスや地域全体にセンサーを配置することで実現された
例 11）をはじめ、Smart Room 12）、Robotic Room 13）、Intelligent Space 14）、Aware Home 15）、
Intelligent Room 16）、空間知 17）、ユビキタスホームなどの研究開発が活発に行われた。空間知能化は、ロ
ボットが効率的、自律的に動作するための環境の知能化と言い換えることもできる。

これらの空間知能化技術や、GNSS（全球測位衛星システム）、SLAM（Simultaneous Localization 

238 CRDS-FY2020-FR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書　　システム・情報科学技術分野（2021年）

俯
瞰
区
分
と
研
究
開
発
領
域

ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス

2.2



and Mapping）、SfM （Structure from Motion）、AI（機械学習、深層学習を含む）など、確率・統計
的手法や機械学習を用いた計測・情報処理・通信・自動制御の技術の発展により、実時間で高精度の環境
計測、地図生成、自己位置推定などが可能になり、ロボットの自律性は飛躍的に向上した。また、マイクロ
加工技術などにより、センサーやメカの小型化が可能になり、2010年代からマイクロロボットの群制御の研
究や、小型ドローンの群制御によるショーの演出、小型AGV群から構成される自動倉庫など、1000台以上
の群ロボットの研究や応用例が出始めた。自動運転においても、群制御の技術や空間知能化などの技術が使
われている。

諸外国との比較に関しては、ロボットのシステム技術は日本が先行していたが、米国・欧州・中国の研究
開発が加速する中、2010年頃から産業競争力や学術競争力が低下し始め、日本の優位性は失われつつある。
製造業の分野では、EUや中国における産業用ロボットの稼働台数が、日本における稼働台数を上回り、韓
国もそれに迫っている。日本は、産業用ロボットのシステム技術においては優位性をある程度保っているもの
の、欧州では、ネットワーク型生産システムであるIndustrie 4.0を提案したドイツを中心にCPS （Cyber-
Physical System）の開発などを加速している。中国では、製造業におけるロボット導入に対して、国を挙げ
て巨額な投資が行われている。ABBのロボット事業の本社が上海に移転され、中国の家電メーカがKUKAを
買収するなど、海外技術を積極的に取り込みつつ、中国のロボットシステム技術が急速に強化されている。

製造業以外の分野では、日本の大手企業は軒並みロボット事業から撤退したが、中小企業やベンチャー企
業がなんとか善戦している状況である。日本は技術的に優位であっても、標準化、事業化、社会実装のため
の戦略や政策が弱い。特に、標準化、標準プラットフォームに関しては、FAシステム向けミドルウェアORiN、
OriN2など、日本発の成功例もあるが、産業技術総合研究所が中心となって開発を進めていたRTミドルウェ
ア（RTM）は、インタフェース仕様がソフトウエア技術の国際標準化団体であるOMG（Object 
Management Group）のRTC仕様として標準化されたものの、あまり普及していない。一方、米国のロボッ
トベンチャー企業であるWillow Garageが開発したロボット用汎用OS であるROS（Robot Operating 
System）は、オープンソースとして公開され、幅広く利用されるようになった。今後、多数の機器の連携が
容易に行え、Agileな設計・開発、運用を可能にする共通プラットフォームの開発が重要になると考えられる。

米国では、NSF、NASA、NIH、USDA の 4省庁の横断型の研究イニシアティブであるNational 
Robotics Initiative （NRI）18）が2011年に設立され、Co-Defender、 Co-Exploerer、 Co-Inhabitant、 
Co-Workerなどの共働型のロボット技術開発が進められた。一方、EUでは、EURON（大学などの研究機
関へのロボット研究開発ファンディング）やEUROP（企業へのロボット開発ファンディング）、PPP （Public 
Private Partnership）などで、ロボット関係事業の推進が行われている。韓国は、製造業におけるロボット
の導入は加速している一方、サービス分野におけるロボットの利活用や事業は、国による大型投資があったに
も関わらず余り進んでいない。日本では、ロボット革命実現会議が出したロボット新戦略 19）に基づき設立さ
れたロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会（RRI）をはじめ、ロボット技術を事業化するための様々
な協議会が立ち上がり、協調領域の構築を強化する動きが活発化しており、それらの活動に期待が寄せられ
ている。

基礎研究、基盤技術開発に関しては、日本では科研費などを中心とした研究開発が行われているが、米国
では、NSF、NIH、DoD、DARPAなどの複数のFunding Agencyの投資による様々なロボットシステム技
術の研究開発が進められている。また、欧州でも、FP7 20）やHorizon 2020 21）などのEU大型プログラム
による研究開発が進められている。一方中国では、863計画（1986～：国家ハイテク研究発展計画）、973
計画（1997～：国家重点基礎研究発展計画）及びこれらを統合した国家重点研究開発計画（2016～）や、
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211工程（1995～：大学教育改革計画、21世紀100校）、985工程（1998-、 重点大学重点化計画）及
びこれらの後継国家戦略にあたる世界一流大学・一流学科（双一流）などの国家重点研究開発計画のもとで、
多くのロボット研究開発が行われている。

なお、ロボット技術の最近の動向については、別報 22）にもまとめられている。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

群ロボットの研究開発には、生物規範型の研究や、センサーやアクチュエーターなどの要素の小型化技術
開発が重要である。生物規範型の研究に関しては、前述の「移動知」の社会適応研究において、昆虫や魚、鳥、
さらには猿や人などの哺乳類の社会的行動のメカニズムの理解に関する研究が行われて以来、継続して研究
が進められている。小型化に関しては、米国Harvard大学が、2014年に1024台のKilobotと呼ばれるマイ
クロロボットを群制御し、協調搬送や自己修復（編隊形成の修復）などのデモンストレーションを行っている。
小型化技術は、ドローンなどにも有効であり、米国ペンシルバニア大学では2012年に多数のドローンの編隊
制御のデモンストレーションが行われた。また、多数のロボットの協調動作に関する研究も、スイスEPFLを
はじめとした多くの研究機関で行われるようになった。

一方、近年、ソフトロボティクス、バイオロボティクスなどの分野が急成長しつつある。これらの研究も、
ロボットのシステム化技術に大きな影響を与えると考えられる。科研費新学術領域研究「分子ロボティク
ス」23）は、化学反応を応用した最小構成のロボットを開発しようとする試みであり、群化への展開の期待が
高い。

応用に関しては、近年、人共存型ロボット技術の開発・利用が活発化している。協働ロボット、アシストスー
ツ、手術ロボット、介護支援（介護者、被介護者）ロボット、セラピーロボット、サービスロボット、自動運転、
遠隔操作、VRなどで、人との共存機能が要求されている。具体的には、ユーザーとの物理的インタラクショ
ンに関しては、力学的支援、共同作業、安全、物理的ユーザーインタフェースなど、ユーザーとの情報的イ
ンタラクションに関しては、情報的支援、コミュニケーション、可視化、情報的ユーザーインタフェースにつ
いて考える必要がある。人とロボットの共働においては、ユーザーとロボットとの役割分担などについても考
える必要がある。また、第三者に対する安全・非干渉（邪魔にならない）、衝突回避などの機能も要求される。

COVID-19対策用ロボットに関しても、清掃・消毒、配送・搬送・配膳・陳列、検温・検査、コミュニケー
ション・受付・接客、見守りなどの用途で、米国、中国のメーカなどがいち早く開発・実用化・導入を行っ
ている。日本も、多くのメーカが開発・実証試験・試験的導入などをはじめている。各国、いずれも、
COVID-19対策用ロボットは国内での利活用が優先されているが、日本も、社会実装・事業化、国際的事業
展開において、後れを取らないようにする必要がある。

新たな国際的なファンディングとしては、米国のNRI 2.0 （National Robotics Initiative 2.0）24）の
Ubiquitous Collaborative RobotsやEUのHorizon Europe 25）などが注目される。群ロボットシステムの
応用に関しては、これまで軍事応用が多かったのに対し、最近では様々な民生用の応用事例が多く出てきてい
る。例えば、自動倉庫群ロボットに関して、KIVAシステムが倉庫ロボット（小型AGV）を開発し、多数台
を自動倉庫に導入した。 KIVAシステムは2012年にAmazonに買収されているが、2014年には15,000台
がAmazonの配送センターに導入され、カリフォルニア州トレーシーの配送センターでは3000台が稼働する
など、発展を遂げている。このような自動倉庫群ロボットは、中国や日本でも開発・事業化が進められている。
また、ドローンに関しては、小型ドローンの群制御によるショーの演出が過熱している。米国Intel社が、平
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昌冬季オリンピック開会式において2018機を同時に飛行させたほか、ロシアのチームは2200機を飛行させ、
さらには、中国深圳の企業 DAMODA（深圳大漠大智控技术术有限公司）が3051機のドローンの群制御に成
功している。これらの台数の記録は、ギネス記録となっている。Horizon 2020の災害対応ロボット関連の研
究開発でも、ドローンなどの群ロボットを災害対応に活用する研究開発が行われている。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
日本国内では、SIP （Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program）26）、 ImPACT 

（Impulsing Paradigm Change through Disruptive Technologies Program）27）などの省庁横断型の
研究開発プログラムにおいてロボットのシステム技術の開発を行ってきた。現在は、第2期SIP「ビッグデータ・
AI を活用したサイバー空間基盤技術」、「自動運転（システムとサービスの拡張）」や、PRISM （Public/
Private R&D Investment Strategic Expansion PrograM）28）「建設・インフラ維持管理技術／防災・減
災技術」（AIによる建機の自動制御・群制御）などの研究開発プログラムが進行中である。科研費では、基
盤研究、新学術領域研究などに加え、新たに学術変革領域研究が設置され、ロボットの新たなシステム技術
に関連する基礎研究が行われている。さらに、新たにムーンショット型研究開発制度 29）が発足し、特に目標3

（2050年までにAIとロボットの共進化により自ら学習・行動し人と共生するロボットを実現）において、長
期的目標を掲げて新規なロボットのシステム技術開発が行われている。これらにより日本のシステム技術の巻
き返しが期待される。一方、ドローンの技術開発・利活用・事業化に関しては、中国のDJI社に先行を許し
たが、ドローンの様々な応用が広がる中、近い将来、多数のドローンが運用されることを想定し、NEDO「ロ
ボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト」等において、その運行管理を行うための
システム開発、国際標準化などに取り組んでいる。

米国の注目すべきプロジェクトは、前述のNRIに基づき2016年からNSFが開始したNRI 2.0 24）が挙げら
れる。また欧州においては、前述のHorizon 2020 21） （2014-2020）や、Horizon Europe 25） （2021-2027、 
予算総額976億ユーロ）が、欧州規模の研究およびイノベーションを促進するための注目すべきフレームワー
クプログラムであろう。中国に関しては、前述の国家重点研究開発計画、世界一流大学・一流学科（双一流）
などが継続して行われており、これらにが注目すべきプログラムである。さらに中国では、自動運転を実装し
た次世代先端技術を活用したスマートシティーを、2035年までに北京市近郊の雄安新区に設置する計画を
立ち上げており、総投資額は2兆元と試算されている。

（5）科学技術的課題
ロボットシステムに要求されるミッション・タスクの高度化・多様化・複雑化・不確定化、動作する環境の

複雑化・無限定化に適応するため、ロボットシステムの自律分散化、自己組織化が必要となる。これによる
要素数（ロボットの数）の増大に伴い、システムの自由度も増大する。そこで、自由度を固定したシステムの
境界条件内で最適化する機能のみならず、境界条件を変化させ、システムの自由度を拡大・縮小することに
よって解を探索し、自己組織化する機能が要求される。すなわち、要素の物理的特性によって、要素の自由
度は制約されるが、複数の要素間で協調することにより、自由度を拡大させ、物理的制約を拡張・オープン
化することが可能となる。このような行動は、拡自行動 30）と呼ばれている。ただし、拡自行動を実現するた
めの一般的な理論や方法論など、適応の原理やシステム論にはまだ手がつけられておらず、その構築が課題
である。

複数のロボットによる協調に関しては、個別の分野（軍事、自動倉庫、ドローン制御、自動運転、災害対
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応など）での適用例はあるものの、自己組織、自己修復などの機能はいまだに研究レベルである。極めて多
くの台数のマルチロボットや群ロボットの協調の研究は、Swarm RoboticsやCollective Intelligenceと呼
ばれるが、均質系（Homogeneous）のロボットシステムにおける編隊、運搬などの基本的な機能の実現に
とどまっており、非均質系（Heterogeneous）のシステムや複雑なタスクの実現には至っていない。群ロボッ
トシステムの開発においては、システム設計、相互衝突回避、協調動作計画、組織化、協調制御、協調セン
シングなど様々な問題があるが、これまでの研究では特定の問題設定での手法や実現例はあるものの、一般
的な方法論には至っていない。群ロボット制御、自己組織化の数理モデルなどもほとんど提案されていない。

群ロボットの操作に関しては、オペレータが群ロボットを意図通りに操作できるインタフェース機能の構築
が重要であるが、これらの研究開発もまだ十分ではない。また、群ロボットを操作するには、各ロボットにも
ある程度の自律性を組み込むことが必須になるが、この自律性を実現するには、物理的かつ動的な知能とし
てのロボットAIの開発が新たに求められる。ロボットAIには、多数のパラメータを同時に扱える手法である
機械学習や深層学習などの適用が期待されるが、一方で現在のAIでは困難な、以下の課題を解決する必要
がある。

• Ill-defined、 Ill-structured、未知環境への適応
• ノイズや実時間性への対応
• 獲得されたモデルに関する説明可能性の担保
• 過学習の回避

システム技術は、分野ことに個々のプロジェクトの中で研究開発が行われることが多い。その場合、応用が
定まっているために出口指向の研究開発になる傾向がある。一方、SoS （System of Systems）におけるシ
ステムの統合化や、システムの効率的構築・運用には、分野を超えた共通基盤技術の開発が重要である。ま
た、基礎研究として、システムの理論的研究を推進することも同時に重要である。

（6） その他の課題　
システムインテグレーション技術は体系化することが難しく、その高度化は、システムインテグレーション技

術の知識やスキルを有するSIer （System Integrator）と呼ばれる人材の育成と同値とも考えられる。座学
やPBL （Project Base Learning）などによる教育のみならず、WRS （World Robot Summit）をはじめと
するロボットシステムの競技会や、日本ロボット大賞のような表彰システムは、実践的な人材を育成するため
の有効な方策である。

実用化においては、システムを構成する要素間をつなげるためのインタフェースが重要であり、ハードウェ
アのみならず、ソフトウェアのインタフェース、API、要素間の通信規格などの共通化・標準化、共通基盤プ
ラットフォームの構築が重要となる。また、実用化においては実証試験が重要となる。開発したシステムの性
能評価や、それを操作するオペレータの訓練によるスキル向上、システムやオペレータの認証も重要である。
なお、南相馬市に設置された福島ロボットテストフィールドは、ロボットのシステム技術の実証試験・認証、
オペレータの訓練・認証を行う上で、重要な役割を果たすと考えられる。

社会実装においては、安全やELSI （ethical、 legal and social implications （またはIssues））などに
考慮することが重要である。安全に関しては、労働災害における産業用ロボットの安全のみならず、人間との
接触が前提となる医療ロボットや生活支援ロボットの安全、ドローンの安全（第三者上空飛行における落下
による危険防止）などの議論が進んでいる。産業用ロボットや医療ロボットに関しては、安全規格や安全認証
として、ISO、EUのCEマーク、RoHS、ドイツのTÜV、米国のUL、 FDAなどがある。ドローンの安全につ
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いてはNEDOが安全評価基準 31）を策定している。生活支援ロボットについては、NEDOの生活支援ロボッ
ト実用化プロジェクト32）において、移動作業型（操縦が中心）、移動作業型（自律が中心）、人間装着（密着）
型、搭乗型などの安全性検証手法が開発され、生活支援ロボット安全検証センターにおいて安全性の評価が
可能になった。ソフトウェア安全についても、情報処理推進機構（IPA）が安全分析手法STAMPなどを開
発している33）。なお、実用化・事業化のための安全目標の基準に関しては、ALARP （As Low As 
Reasonably Practicable）の考え方が重要である34）。

倫理においては、ディストピア小説などでも示されているような軍事転用やSingularityの懸念がある。群
ロボットのオペレーションにおいては、ある程度の自律性の組み込みが必須になることから、自律性の実現に
伴い生じるこれらの課題についても、今後議論する必要がある。

事業化、社会実装においては、制度設計が極めて重要である。規制に関しては、ロボット新戦略 19）では、
ロボットの利活用の推進の阻害要因となり得る規則として、電波法、医薬品医療機器等法、介護関係諸制度、
道路交通法・道路運送車両法、航空法等、公共インフラの維持・保守関係法令などが、ロボットの社会実装
の阻害要因として挙げられており、これらの改革の必要性が指摘されている。規制緩和や、規制の枠を超え
て実証試験の実施を可能にする様々な特区なども、実用化、社会実装のために重要な施策である。一方、社
会実装を推進し、市場を積極的に創造するには、規制緩和だけでなく、配備を義務付けるなど、規制強化の
政策についても検討する必要がある。免税などの税制的制度設計、安全性を脅かすリスクに対する保険制度
や、無線周波数の確保や保険制度などを含む環境整備なども重要になる。

（7） 国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 →

日本のロボットのシステム技術に関する基礎研究は高いレベルが維持され
ていると考えられるが、米国に比べると相対的にやや遅れ気味である。
科研費では、基盤研究、学術変革領域研究等においてロボットの新たな
システム技術に関連する基礎研究が行われている。ムーンショット型研究
開発制度　目標3（2050年までにAIとロボットの共進化により自ら学習・
行動し人と共生するロボットを実現）においては、長期的目標を掲げて
新規なロボットのシステム技術開発が行われている。

応用研究・開発 ◎ ↘

応用研究・開発は、最高レベルが維持されている。福島原発の廃炉など
でも、その技術力の高さが証明されている。ただし、それが事業化や社
会実装にはうまくつながっておらず、競争力は低下の傾向にある。破壊的
なイノベーションを謳っているムーンショットや、経産省をはじめとする
各省庁やNEDOのプロジェクトなどによる巻き返しに期待したい。

米国

基礎研究 ◎ →

NSF、NIH、DoD、DARPAなどの複数のFunding Agencyの投資に
よる様々なロボットシステム技術の基礎研究や基盤技術開発がしっかり進
められている。省庁横断型の研究イニシアティブNational Robotics 
Initiative （NRI）に基づくNRI 2.0 （Ubiquitous Collaborative 
Robots）などの研究開発も強みである。

応用研究・開発 ◎ →
NRI 2.0などの国家的なプロジェクトによる研究開発に加え、ベンチャー
企業も含めた民間の研究開発、技術力が極めて強く、高いレベルを維持
している。技術や製品の軍事利用が活発であり、市場が大きい。

欧州 基礎研究 〇 →
FP7やHorizon 2020、Horizon Europeなどの超大型のフレームワー
クプログラムによって、欧州規模の研究開発およびイノベーションが推進
されている。
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応用研究・開発 〇 ↗

EURON（大学などの研究機関へのロボット研究開発ファンディング）や
EUROP（企業へのロボット開発ファンディング）、PPP （Public Private 
Partnership）という官民連携プログラムに加え、上記のフレームワーク
プログラムでロボットのシステム技術の応用技術開発や事業化が推進され
ている。Industrie 4.0というネットワーク型生産システムが提案され、ド
イツを中心にCPS （Cyber-Physical System）の開発などが加速している。

中国

基礎研究 〇 ↗

国家重点研究開発計画、世界一流大学・一流学科（双一流）など、国
家重点研究開発計画のもとで、多くのロボット研究開発および、研究教
育が国主導で推進されており、論文数も急激に増えている。論文の質も
向上している。

応用研究・開発 ◎ ↗

国家的な投資により、中小企業やベンチャー企業が多く立ち上がり、ア
グレッシブに事業化を進めている。製造業では、ABBのロボット事業本
社の上海移転、中国の家電メーカによるKUKA買収など、ロボットシス
テム技術が急速に強化されつつある。ドローンの技術開発・利活用・事
業化に関しては、DJI社が製品開発で先行し、大きな市場を獲得している。
自動倉庫ロボットやサービスロボットの開発も活発に行われている。自動
運転を実装した次世代先端技術を活用したスマートシティーを2035年ま
でに北京市近郊の雄安新区に設置する計画が立ち上がっている（総投資
額2兆元）。

韓国

基礎研究 △ ↗ 基礎研究のレベルは、徐々に向上している。ただし、大きな躍進にはつ
ながっていない。

応用研究・開発 △ →

製造業におけるロボットの導入は加速している。サービス分野では、国に
よる大型投資があり、ベンチャー企業も多く立ち上がっているが、利活用
や事業はそれほど進んでおらず、市場は拡大せず、競争力はまだ高いと
は言えない。

その他の
国・地域

基礎研究 〇 ↗

オーストラリア、カナダ、シンガポールの基礎研究も高いレベルを維持し
ている。ロシアの基礎研究力もある程度高いと推察される。最近では、
中南米（ブラジル、メキシコなど）、東南アジア（タイなど）、イランなど
も徐々に力をつけている。 UAEでも、ロボットの競技会を開催するなど、
研究開発を活性化させようとしている。

応用研究・開発 △ ↗
オーストラリア、カナダ、シンガポールなどは、軍事、鉱山、水中、農業
などのフィールド分野でロボット技術の利活用が活発である。ロシアは、
軍事、宇宙において競争力が高い。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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